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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、高等教育機関における学習支援の質を客観的に評価することができ
るフレームワークおよび評価手法を開発することにあった。研究当初、学修支援活動の成果報告はアウトプッ
ト・ベースで行われることが多かったため、それに加えてアウトカム・ベースで評価することが必要だと考えら
えた。本研究成果を用いることで、前者の主として数による質的調査に対して、後者は学修支援を受けた学生の
意識や行動の変化、また学修支援をする側のチュータリング手法や内容の変化などいった質を測ることができる
ようになることが特徴である。本研究成果を用いることで、効果測定を必要とする機関が学修支援活動の向上に
役立てることが期待される。

研究成果の概要（英文）：This study aims to develop a framework and evaluation methods to assess the 
learning support outcomes in higher education institutions in an objective manner. At the beginning 
of the study, reports on learning support outcomes focused mainly on quantity, but there is a need 
to shift toward quality-based evaluation. This study is notable for its capacity to measure changes 
in the awareness and behavior of students who received learning support and changes in the tutoring 
techniques and content provided by the staff. The findings are expected to help institutions improve
 the quality of their learning support through a mechanism for measuring effectiveness.

研究分野：学修支援

キーワード： 授業外学修支援　効果測定　可視化　ピアサポーター　チュータリング

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、学修支援活動を行う組織および支援を受ける学生の変化を測定し可視化することをねらいとした。研
究成果であるフレームワークは4レベル6項目で構成され、それぞれの項目を測定する手法を開発した。本研究の
学術的意義は、可視化が比較的困難だと想定されていた学修支援の効果を体系的にはかる方法を構築した点にあ
る。また学生の多様化が拡大する現在、学びの質を担保するために個に即した対応が求められている。この現状
に対し、学修を支援する組織や人材の質を向上させることを目的としたフレームワークの存在は、高等教育機関
での学びを円滑に進めるための有効な手法の一つとなり得る。これが本研究における社会的な意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、高等教育機関における学修支援活動の質の向上をめざし、その成果を客観的に評価
することができる枠組みの開発をめざするものである。最初に、本研究の対象となる「学修支援」
とは、「高等教育機関において、学生の授業外学修を組織として支援する活動全般」だとする。
つまり教員等が個人の裁量で行っているサポートは含まず、大学等が公的に承認しているもの
が対象となる。このような支援に携わる組織を、ここでは学修サポートセンターと総称する。 
 学修支援センターは、関西の私立大学に 2003 年度に設置されたのを先駆けとして、2000 年
代後半から全国的に広まった。文部科学省は、大学進学率のユニバーサル化にともない多様な背
景をもつ学生が増加傾向にあることから、個々のニーズに対応できる大学教育の実現を奨励し
ている。また文部科学省が全国の大学を対象に実施した調査「大学における教育内容等の改革状
況について」では、「学習支援センター等における個別指導」を行っている大学数は 33.2%（平
成 29年度）から 36.3%（令和 3年）に上昇している。こういった動向から、全国の大学におい
て学修支援センターの必要性は認知されつつあり、またその数は増加の傾向にあるといえる。 
 つまり学修支援センターの設置はこの四半世紀のあいだに新しく始まった試みであり、それ
だけにさまざまな課題について整理が必要な場合も多い。その一つが成果測定の困難さである。
困難の大きな理由として、たとえば学修支援センターの利用学生の学修態度や成績評価が向上
しても、「学修支援センターの貢献」と「授業内での指導などの他の要因」とを区別することが
難しいという点が挙げられる。リテンション率の向上も同様である。しかし学生にとってよりよ
いサポートを行うためには、学修支援センターの活動を分析し、その成果や改善点を明確にする
必要がある。それは学修支援活動の有用性を所属組織や学外に示すことにもつながり、また逆に
示せなければ活動の拡張はもとよりその存続自体が危機にさらされる恐れがある。 
 このような状態を改善するためには、学修サポートセンターの活動を客観的に評価する手法
があるべきだ。しかしそのような指針や体系だった評価方法が充分に確立されているとはいえ
ないのが、本研究に着手する前の日本の高等教育機関を取り巻く状況であった。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者の近年の研究テーマは、高等教育機関における学修支援センターの効果的な運用
方法である。よりよいチュータリングを行うためにはチューター・トレーニングが必要であると
いう観点から、トレーニング・プログラムやチューター育成について分析や考察を行ってきた。
これらの研究を踏まえて、学修支援センターの組織改善やチュータリングの向上のためには、適
切な体系に基づく評価や研究が必要であると認識するようになった。さらに、学修サポートセン
ターで適切なサポートが行われていたとしても、それが外に向けて発信されなければ理解は得
らえず組織の発展につながらない。この点からも成果を客観的に示すことが課題なのである。 
 本研究は、この成果測定を質を評価するアウトカム・ベースを採り入れるかたちで構築するこ
とを目的とする。学修支援センターの成果報告は、量を中心としたアウトプット・ベースによる
ものが多い。だが当該分野におけるアウトカム・ベースの報告や研究はチュータリングやその効
果を調査する上で重要であり、この点に本研究の独自性がある。なおアウトプットとアウトカム
については、United Way of Americaを参考に、教育に特化したかたちで次のように定義する。 
アウトプット 教育プログラムの直接的な成果。とくに量を基にした評価（例：学修支援セ

ンターの来室者数、開室日数、スタッフ数、支援科目数） 
アウトカム 教育プログラムの参加者の変化や行動を基にした成果。とくに参加者および

／もしくは所属機関への利益を基にした評価（例：知識、技術、態度、価値
観、行動） 

アウトカムによる評価では、利用学生の理解度やスキル、行動や、チューターのチュータリング
がどのように変化したのかなどを対象にすることができると考えられる。すなわち、学修支援セ
ンターの活動を数だけでなく質の面からも評価できるようになることが期待されるのである。 
 なお、アウトカムをベースにした評価方法は、教育分野で近年よく用いられている。学習者が
獲得すべき知識やスキル、態度を意味するラーニング・アウトカムという概念は、1990 年代以
降に欧米でさかんに取り入れられるようになった。この状況を受けて、日本でも文部科学省の答
申（2008年）でラーニング・アウトカムの具体化や明確化が課題として掲げられた。また大学
組織としての観点からは、たとえば Faculty Developmentや教育プログラムの評価をそのアウ
トカムからはかることもなされている。したがって、大学の教育や教育機関をアウトカム・ベー
スで評価すること自体はすでになされている。しかし学修支援の分野では、この手法を積極的か
つ体系立てて取り入れたケースは日本ではあまり見受けられない。とりわけ、特定の科目に特化
した「教えるスキル」の評価ではなく、基本的かつ領域横断的なチュータリング・スキルとして
の「ファシリテーション能力」をはかる方法が不足している。したがって、本研究において学修
支援センターの活動を新たな視点で評価するシステムを構築することは、同分野のさらなる発
展への貢献になると考えることができる。 
 



３．研究の方法 
 本研究では、学修支援活動を評価するフレームワークとその項目の効果を測定することがで
きる手法を開発することを目標とした。参照にしたのは Cilliers と Herman による 4 つのレベ
ルである。これは企業研修等の評価・効果測定にしばしばもちいられる Kirkpatrick のアウトカ
ムを指標にした 4段階評価を、大学での教育プログラムの効果測定用に改訂したものである。レ
ベルが上がるにつれ、測定や達成は困難になるとされている。 
 この 4 レベル 6 項目をベースにして、学修支援活動の効果測定ができるように改訂する（表
1）。そして学修支援センター利用学生の学修に対するふるまいやセンタースタッフのチュータ
リングの変化などを分析することができるようにする。各項目の効果測定手法としては、学修サ
ポートセンター利用についてのアンケート調査やインタビュー調査などを主として用いる。そ
のため、これらの調査項目を開発する。なお表１「評価手法」において異なるレベルでおなじ手
法（たとえば「②学修支援アンケート」）とされているものは、同一のアンケ―ト調査でも設問
によってレベル 2a に相当したりレベル 3だったりと、複数のレベルにまたがるものがあること
を想定している。また各手法の妥当性を検証するために、学修支援活動の現場で効果検証を行う。 
 
４．研究成果 
 本研究で作成した学修支援評価のフレームワークの例が表１となる。目標設定に応じて他の
評価手法を設定する場合もあるが、もっともスタンダードなものとしてこのフレームワークを
例示する。成果を測定するためには目標を設定しなければならないが、ここでは検証した事例と
して「利用学生に変化が生じたかどうか・どのような変化が生じたのかを検証する」とする。も
し、チューティーがある程度の頻度で学修サポートセンターを利用しているにもかかわらずな
んの変化も生じていなければ、それは利用しなかったこととおなじになる。したがって、どのよ
うなかたちであれ学修サポートセンターがチューティーに影響をおよぼしたかどうか、また影
響をおよぼしたのであればどのようなものであるのかを探ることが必要だと考えたからである。 

 
 レベル 1 の効果測定で
は、チュータリング直後の
学生へのアンケート調査を
実施した。レベル 2a、2b、
3では、学修サポートセンタ
ーについての全学生対象の
アンケート調査（学期末）
と、個別利用学生へのイン
タビューを行った。レベル
4a および 4b はこの測定で
は対象外とした。ここでは
アンケート項目やインタビュー内容などそれぞれの評価手
法の内容や結果を示す余裕はないが、それらを分析した結
果、たとえばレベル 1 では「①学生の満足度はひじょうに
高い」、レベル 2a「②8項目についてポジティブな変化がみ
られた（例：図 1）」、レベル 2b「②3項目についてポジティ
ブな変化がみられた、②複数項目についてポジティブな変
化がみられた（例：図 2）」などの結果を得ることができた。
すなわち、フレームワークを用いることで学修サポートセ
ンターでのチュータリングが利用学生にポジティブな影響
をあたえたこと、またその変化の内容を知ったり、こういった分析から学修支援活動をプラス方
向に評価したりすることができたのである。この成果を踏まえて、今後は本フレームワークの活
用を広めていくこと、また項目を測る手法を多様化していくことが研究課題となる。 
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